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 年度別加入者数及び登録件数の推移 
（平成10年度～平成22年度） 

※ マニフェスト年間登録件数はマニフェスト登録日及び予約登録日（課金日）に基づいて件数を集計した 
  ものである。 

合計 Ａ料金 Ｂ料金 Ｃ料金

平成10年度 502 143 143 ― ― 178 181 8,041 0.0%

平成11年度 627 170 170 ― ― 240 217 77,181 0.2%

平成12年度 759 189 189 ― ― 300 270 97,470 0.2%

平成13年度 1,086 222 222 ― ― 462 402 146,502 0.3%

平成14年度 1,519 328 328 ― ― 619 572 408,037 0.9%

平成15年度 2,001 487 487 ― ― 785 729 812,140 1.8%

平成16年度 2,978 1,019 616 403 ― 1,009 950 1,137,785 2.5%

平成17年度 3,834 1,291 698 593 ― 1,327 1,216 1,621,975 3.6%

平成18年度 7,784 4,083 947 3,136 ― 1,921 1,780 2,388,069 5.3%

平成19年度 30,705 23,164 1,625 7,513 14,026 4,300 3,241 4,076,448 9.1%

平成20年度 43,493 33,718 1,988 8,132 23,598 5,775 4,000 6,415,296 14%

平成21年度 55,797 43,009 2,447 11,567 28,995 7,891 4,897 8,390,114 19%

平成22年度 72,761 57,837 2,777 11,246 43,814 9,388 5,536 10,614,066 24%

　　　　 区分

年度

加入者数
合計

排出事業者 収集運搬
業者

加入者数の内訳

処分業者
電子化率

マニフェスト

年間登録件数
※
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年度別加入者数の推移グラフ 
（平成10年度～平成22年度） 
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年度別登録件数の推移グラフ 
（平成10年度～平成22年度） 
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都道府県別加入者数（平成23年3月31日現在） 

都道府県名
排出

事業者数
収集運搬
業者数

処分
業者数

合計 都道府県名
排出

事業者数
収集運搬
業者数

処分
業者数

合計

北海道 1,366 216 155 1,737 滋賀県 485 111 79 675
青森県 156 77 61 294 京都府 2,881 206 86 3,173
岩手県 367 93 74 534 大阪府 2,799 557 250 3,606
宮城県 417 143 99 659 兵庫県 2,041 399 232 2,672
秋田県 157 42 37 236 奈良県 434 80 29 543
山形県 312 103 82 497 和歌山県 352 90 40 482
福島県 446 131 89 666 鳥取県 69 27 30 126
茨城県 1,039 204 91 1,334 島根県 242 45 39 326
栃木県 1,042 137 79 1,258 岡山県 648 247 120 1,015
群馬県 1,206 132 87 1,425 広島県 1,373 252 200 1,825
埼玉県 2,472 421 210 3,103 山口県 887 176 121 1,184
千葉県 1,712 302 184 2,198 徳島県 178 57 47 282
東京都 8,404 794 427 9,625 香川県 193 69 66 328

神奈川県 5,402 566 272 6,240 愛媛県 190 106 77 373
新潟県 939 160 121 1,220 高知県 77 39 26 142
富山県 401 109 91 601 福岡県 1,986 343 240 2,569
石川県 829 157 89 1,075 佐賀県 326 55 53 434
福井県 429 69 57 555 長崎県 280 61 40 381
山梨県 281 55 32 368 熊本県 355 92 75 522
長野県 741 139 115 995 大分県 414 114 60 588
岐阜県 2,295 140 82 2,517 宮崎県 251 74 60 385
静岡県 4,834 1,002 386 6,222 鹿児島県 734 76 57 867
愛知県 4,006 695 442 5,143 沖縄県 425 45 34 504
三重県 964 180 113 1,257 合計 57,837 9,388 5,536 72,761
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都道府県別加入者数グラフ（平成23年3月31日現在） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

加
入
者
数

排出事業者数 収集運搬業者数 処分業者数



6 

都道府県別年間登録件数（平成22年度実績） 

※ 登録件数はマニフェスト登録日に基づいて集計（予約登録は除く）したものである。（以下、同じ） 

都道府県名 登録件数（件）※ 委託量（ｔ）
１件当たりの
委託量（ｔ/件）

都道府県名 登録件数（件）※ 委託量（ｔ）
１件当たりの
委託量（ｔ/件）

北海道 135,748 361,059 2.7 滋賀県 105,738 349,837 3.3
青森県 30,182 110,395 3.7 京都府 182,432 938,098 5.1
岩手県 59,331 166,824 2.8 大阪府 637,188 2,646,264 4.2
宮城県 95,052 312,695 3.3 兵庫県 350,830 1,529,147 4.4
秋田県 33,469 215,703 6.4 奈良県 61,958 120,598 1.9
山形県 56,440 101,331 1.8 和歌山県 42,133 358,454 8.5
福島県 58,657 445,755 7.6 鳥取県 16,786 80,661 4.8
茨城県 177,956 549,254 3.1 島根県 18,985 74,658 3.9
栃木県 125,439 231,066 1.8 岡山県 117,218 532,792 4.5
群馬県 89,701 188,245 2.1 広島県 226,930 774,882 3.4
埼玉県 531,438 930,572 1.8 山口県 90,918 417,842 4.6
千葉県 563,771 1,368,545 2.4 徳島県 28,398 426,090 15.0
東京都 2,572,369 5,344,449 2.1 香川県 35,245 82,107 2.3

神奈川県 1,085,871 2,556,794 2.4 愛媛県 64,085 378,094 5.9
新潟県 114,108 328,538 2.9 高知県 13,187 31,611 2.4
富山県 73,361 305,258 4.2 福岡県 293,862 1,084,760 3.7
石川県 139,321 557,499 4.0 佐賀県 27,980 50,308 1.8
福井県 52,432 233,306 4.4 長崎県 29,903 339,426 11.4
山梨県 35,236 69,105 2.0 熊本県 59,944 205,755 3.4
長野県 127,261 172,005 1.4 大分県 63,527 282,974 4.5
岐阜県 105,154 266,789 2.5 宮崎県 35,243 84,783 2.4
静岡県 469,426 1,521,332 3.2 鹿児島県 70,841 167,242 2.4
愛知県 540,263 1,821,450 3.4 沖縄県 21,696 49,365 2.3
三重県 146,243 653,081 4.5 合計 10,013,256 29,816,803 平均　3.0
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都道府県別年間登録件数グラフ（平成22年度） 
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排出事業者の業種別加入者数（平成23年3月末現在） 

業種 加入者数 構成比 業種 加入者数 構成比

医療、福祉 45,423 78.5% 公務（他に分類されるものを除く） 188 0.3%

建設業 3,969 6.9% 運輸業、郵便業 159 0.3%

製造業 3,278 5.7% 情報通信業 158 0.3%

卸売業、小売業 1,496 2.6% 農業 133 0.2%

サービス業（他に分類されないもの） 1,079 1.9% 教育、学習支援業 72 0.1%

生活関連サービス業、娯楽業 536 0.9% 金融業、保険業 29 0.1%

学術研究、専門・技術サービス業 450 0.8% 複合サービス事業 21 0.0%

不動産業、物品賃貸業 399 0.7% 鉱業、採石業、砂利採取業 14 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 241 0.4% 漁業 1 0.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 191 0.3% 合計 57,837 100%
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排出事業者の業種別加入者数の構成比グラフ 
（平成23年3月末現在） 
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排出事業者の業種別登録件数 
（平成22年4月～平成23年3月までの登録件数） 

業種 登録件数 構成比 業種 登録件数 構成比

建設業 6,061,936 60.5% 生活関連サービス業、娯楽業 47,067 0.5%

製造業 1,040,366 10.4% 金融業、保険業 45,367 0.5%

医療、福祉 652,570 6.5% 運輸業、郵便業 37,142 0.4%

卸売業、小売業 633,088 6.3% 学術研究、専門・技術サービス業 22,102 0.2%

宿泊業、飲食サービス業 419,760 4.2% 農業 16,248 0.2%

不動産業、物品賃貸業 372,134 3.7% 教育、学習支援業 9,025 0.1%

サービス業（他に分類されないもの） 358,686 3.6% 鉱業、採石業、砂利採取業 5,369 0.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 120,757 1.2% 複合サービス事業 3,263 0.0%

公務（他に分類されるものを除く） 87,562 0.9% 漁業 9 0.0%

情報通信業 80,805 0.8% 合計 10,013,256 100%
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排出事業者の業種別登録件数の構成比グラフ 
（平成22年4月～平成23年3月までの登録件数） 
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